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「資格取得報告書（新規・継続・再）」等の提出にかかる省令改正について 

 

 

平素から、私学事業団の共済業務につきまして、ご理解とご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

令和６年１２月からの加入者証廃止に伴い、加入者等が医療機関等にかかった際に、医療機関

等でのオンライン資格確認が円滑に行えるよう、医療保険者が被保険者等の資格に係る情報を速

やかに登録できるようにするため、下記のとおり、私立学校教職員共済法施行規則（以下「施行

規則」といいます。）の一部が改正されました（令和６年４月３０日公布）。 

学校法人等におかれましては、資格取得報告書等の提出に際し、適切に対応してくださるよう

お願いいたします。 

 

記 

 

１．施行日 

  令和６年５月７日 

 

２．改正事項 

次の報告書等の提出期限について、事由が生じてから「５日以内に提出すること」に改正さ

れました。 

  ・「資格取得報告書（新規・継続・再）」（施行規則第１条第１項の１号） 

  ・「被扶養者認定申請書」（施行規則第１条の５第１項） 

  ・「学校法人等異動報告書」（施行規則第１条第２項の２号） 

・「特定学校法人等該当届書」（施行規則第１条の２の３号） 

・「後期高齢者医療制度被保険者資格該当・不該当届出書」（施行規則第３７条の２第２項） 

 


